
 

 
 

平成 30 年２月５日 
原子力安全対策課 
( ２ ９ － ２ ９ ) 
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高浜発電所の原子炉設置変更許可申請について 

（１、２号機の常設直流電源設備の設置等） 

 

 

このことについて、関西電力株式会社から下記のとおり連絡を受けた。 

 

 

記 

 

 

関西電力株式会社は、平成 25 年７月８日に施行された原子炉等規制法に基づく新

規制基準に対応するため、本日、原子力規制委員会に対し、高浜発電所１、２号機

の常設直流電源設備の設置に係る原子炉設置変更許可申請を行った。 

また、３、４号機の重大事故時の原子炉等へ注水手段の一部変更（送水車の導入

等）、１、２号機の使用済燃料ピット保管時の燃料の管理方法の変更（未臨界性評

価の変更）、原子炉等規制法の規則の改正を反映した１～４号機の地震時における

燃料被覆管の閉じ込め機能の評価について、あわせて申請した。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 問い合わせ先（担当:有房） 

内線 2352・直通 0776(20)0314



高浜発電所１、２号機の常設直流電源設備設置の概要

添付資料

（申請の概要）
重大事故等の対応に必要な設備に電気の供給を行う、特に高い信頼性を有する常設直流電源

設備（３系統目）を設置する。

常設直流電源設備(３系統目)は、本体施設の工事計画認可（高浜発電所１号機、2号機：平成28年6月10日）から
５年間の経過措置期間(法定猶予期間)までに設置することが要求されている。

6.6kV ⾮常⽤⾼圧⺟線
⾮常⽤
発電機

440V ⾮常⽤低圧⺟線

① 安全系蓄電池
整流器（交流を直流に変換）

② 可搬式直流電源設備

（原⼦炉補助建屋）

安全系監視設備等
（１次冷却材圧⼒、加圧器⽔位等の監視計器等）

③ 常設直流電源設備

外部電源

［ 鉛蓄電池 （容量：2200A・h ×２組/号機）］

【今回申請】
（特定重⼤事故等対処施設建屋）

電源⾞（２台/号機＋予備２台※（共⽤））
可搬式整流器（交流を直流に変換）

（１台/号機＋予備１台 （共⽤））
※ ：うち１台は電⼒⾃主配備

鉛蓄電池（容量：3000A･h ×１組/号機）
（設置期限）
⾼浜発電所１号機：平成33年 6⽉9⽇
⾼浜発電所２号機：同上

高浜発電所３、４号機の送水車導入等の概要

（申請の概要）
高浜３、４号機において、重大事故等の対応時に原子炉容器等への海水注水に必要な準備作業

を短縮するため消防ポンプによる注水から、大飯３、４号機等で導入している送水車による注水に
変更する。
その他、重大事故等の対応について更なる効率化を図るため、高浜１、２号機用の送水車の燃料

（軽油）を重油に変更し、重大事故等対処設備の燃料を重油で統一するなどの変更を行う。

消防ポンプのケース

消防ポンプ⽤ホース
１ユニット、最⼤６ラインの送⽔⽤ホースを敷設・72台の消防ポンプを設置

可搬式代替低圧注⽔ポンプ
仮設組⽴式

⽔槽

復⽔タンク

使⽤済燃料ピット

取
⽔
源 蒸気発⽣器へ

消防ポンプ

原⼦炉容器等へ

消防ポンプ設置・送⽔⽤ホース敷設のイメージ

Ｐ
（対応必要⼈数：最⼤25名）

送⽔⾞のケース
１ユニット、１ラインの送⽔⽤ホースを敷設・１台のポンプ[送⽔⾞]を配備（最⼤6ライン→1ライン）

送⽔⽤ホース展開・送⽔⾞配備のイメージ

（※ポンプ性能：吐出圧⼒ 1.0MPa 容量：210㎥/h）

送⽔⾞※ ホース展張⾞
使⽤済燃料ピット

仮設組⽴式
⽔槽

復⽔タンク

可搬式代替低圧注⽔ポンプ

Ｐ
取
⽔
源

蒸気発⽣器へ

原⼦炉容器等へ （対応必要⼈数：7名）

⾼浜３、４号機への送⽔⾞導⼊

新規制基準対応
として新たに配備



高浜発電所１～４号機の地震時の燃料被覆管の閉じ込め機能評価の概要
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幅：約20cm

燃料棒※（264本）
燃料棒の被覆管
材質：ジルカロイ-4
直径：約9.5mm
厚さ ：約0.6mm

※⾼浜3・4号機に装荷されている
燃料の代表例
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燃料棒の被覆管に加わる⼒（イメージ）
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②地震⼒による応⼒

冷却材の流れ
(約15.4MPa)

≦ 燃料被覆管
の許容値

（申請の概要）
原子炉等規制法の規則が改正され、地震時の燃料被覆管の閉じ込め機能について、運転中の原子炉

内の水圧や水流による応力と基準地震動による応力に加えて、燃料ペレットの熱膨張等による応力を加
えた評価を行うことが求められたため、設計方針に追加し評価を行った。

※規則の改正は平成31年10月1日から適用されることとなっており、それまでに許認可を受ける必要がある。

①＋②＋③の総和

改正された原⼦炉等規制法の規則の要求内容

高浜発電所１、２号機の使用済燃料ピット保管時の管理方法変更の概要

（申請の概要）
高浜１、２号機は、使用済燃料ピット水の大規模漏えい時にスプレイによる注水を行った際に燃料の未

臨界性を確保するため、保管する燃料に中性子吸収体を挿入する管理等を行うこととしている。
今回、スプレイを模擬した試験等を実施して実際のスプレイ時の水密度のデータ等の拡充を行い、改

めて評価した結果、中性子吸収体を使用しない管理方法により未臨界性が確保されることを確認したこ
とから管理方法を変更する。

《燃料の貯蔵管理イメージ》※

使⽤済燃料ピットでの⼤規模漏えいを仮定※１し、燃料損傷の進⾏を緩和するた
めに⾏うスプレイ時の環境（満⽔時と⽐較して⽔の密度が薄い状態）においても
燃料が臨界に達しないようにすることが求められている。

※１:基準地震動にも耐える構造・強度であるが、敢えてピットが損傷することを仮定

現状［ H28.4.20設置変更許可］ 今回の申請内容
燃料の使⽤状態に応じて、保管エリア(３段階)を設定
するとともに中性⼦吸収体を使⽤

燃料の使⽤状態に応じて、保管エリア
(２段階)を設定

⽔の密度が薄くなると、⽔により減速された中性⼦（核分裂に寄与）が減るが、⽔による中性⼦
の遮蔽効果も減るため、核分裂が連続して起こる臨界になる可能性が⾼くなる。
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《燃料の貯蔵管理イメージ》※

海⽔

スプレイ
ヘッダ

送⽔⾞

：全ての燃料が貯蔵可能なエリア

：20GWd/ｔ以上使⽤した燃料
⼜は中性⼦吸収体を挿⼊した
燃料を貯蔵するエリア

：50GWd/ｔ以上使⽤した燃料
⼜は中性⼦吸収体を挿⼊した
燃料を貯蔵するエリア

：全ての燃料が貯蔵
可能なエリア

：20GWd/ｔ以上
使⽤した燃料を貯蔵
するエリア

※燃焼度が55GWd/tまで使⽤できる燃料の場合

今回の申請内容は、平成29年2月15日の原子力
規制委員会において、既に認可を受けている工
事計画や燃料体設計の値を用いて評価した結果、
被覆管に加わる応力の合計値が許容値に対して
十分余裕のあることが確認されている。


